
 

ⅡⅡ．．大大都都市市特特有有のの財財政政需需要要  

 

指定都市における人口や産業の集積性、高次な都市機能や産業の高度化、それぞれの都市圏に

おける中枢性などにより、大都市特有の財政需要が生じている。また､安全･安心、貧困や少子化

などの都市的課題や大都市特例事務に対応するため、大都市特有の財政需要が生じている。 

 

（１）集積性･高次性･中枢性に起因する財政需要 

 

①法人需要や都市インフラ需要を量と質で支える大都市財政 

指定都市における人口や産業の集積性、高次な都市機能や産業の高度化、都市圏におけ

る中枢性は、活発な経済活動を伴う法人需要や、過密な空間利用・交通混雑などの都市的

インフラ需要を発生させ、その対応のために、企業活動支援、道路、交通機関、公園、港

湾、下水道などについての高水準の整備が必要となっている。 

その結果、指定都市の商工費や土木費、公営企業等に対する繰出金は一般市よりも大幅

に高い水準となっている。また､指定都市では地価・物価が相対的に高いことから、これら

のインフラの整備費、維持費についても相対的に高コストとなる。 

 

【法人需要への対応と都市インフラの整備･維持（人口一人当たり歳出額 千円）】  
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商工費・土木費の歳出
は、一般市よりも大幅
に高い水準 
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【公営企業等に対する繰出金（人口一人当たり）】 
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*令和 2年都道府県地価調査 

【地価】 
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②道府県並みの事務を担う大都市財政 

集積性･高次性･中枢性を担う指定都市は、大都市特例事務を含む道府県並みの事務を多

く担っている。その結果、保健衛生関係費、教育関係費が、一般市のレベルよりも突出し

て高くなっている。 

 

 

（２）都市的課題に対応する財政需要 

 
○安全・安心、福祉など多様な課題に対応する大都市財政 

市民生活の安全･安心に係る問題、生活保護、ホームレスなどの都市的課題に対応する

ため、指定都市はより多くの支出を行っている。社会福祉費、児童福祉費、生活保護費な

どの福祉関係の支出も一般市のレベルより高く、中でも生活保護費については約２倍の支

出となっている。このように、都市的課題に対応する分についても、大都市特有の財政需

要として支出増につながっている。 
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【保健衛生、教育への支出（人口一人当たり歳出額 千円）】  

都市的課題に対応

した高い歳出水準 
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【福祉サービス・公的扶助に対応する支出（人口一人当たり歳出額 千円）】  
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